
一般社団法人宮城県農業会議令和３年度事業報告 

自 令和 3年4月 1日 

至 令和 4年3月31日 

第１ 事業報告概要  

甚大な被害をもたらした東日本大震災から１１年が経過し，本県農業・農村は創造的な復興を

遂げているが，農村の高齢化や人口流出による集落機能の低下，農業の担い手不足は解消せず，

本県農業・農村を取り巻く環境は厳しさを増している。 

また，新型コロナウイルス感染症は世界中にまん延し，社会経済に深刻な影響を与えており，

さらに円安の進展によるインフレ傾向に加え，ロシアによるウクライナ侵攻等の国際情勢の変化

により急激な生産資材等の高騰を招いている。 

農業委員会関係では，改正農業委員会法施行５年後見直しを踏まえた農林水産省経営局長通知

「農業委員会による最適化活動の推進等について」（以下「ガイドライン」という。）の発出が当

初の見込みから大きく遅れて令和４年２月となった。 

こうした中，宮城県農業会議(以下｢本会｣という)は，県から農業委員会ネットワーク機構の指

定を受けた一般社団法人として，農地等利用の最適化の推進に関する取組みの強化，農業委員会

の体制整備の支援と相互の連絡調整を行うなど，新型コロナウイルス感染症対策を取りながら以

下の支援活動を重点的に展開した。 

農地等利用の最適化の推進については，本県が目指す農業構造とするため，担い手への農地の

集積・集約化，遊休農地の発生防止・解消，新規参入の促進を推進し，農業委員会が作成する｢農

地等の利用の最適化の推進に関する指針」に基づく活動への支援や，農地情報公開システムの利

用促進に向けた支援等を積極的に実施した。 

特に本年度は，農業委員会総会等のオンライン化のためのタブレット端末の貸付を２農業委員

会に対し行い，令和４年度の全農業委員会への本格導入に向けた課題を検討した。また，農業委

員・農地利用最適化推進委員に対する研修会は，新型コロナウイルス感染拡大のため中止して代

替措置を講じた。 

農業委員会体制整備への支援については，令和３年度で改正農業委員会法施行後２回目の委員

選任が終了したが，農業委員会を設置する県内３４全市町村に要請活動を行った結果，全ての農

業委員会に女性の農業委員が登用され，国の第５次男女共同参画基本計画の成果目標の一つを達

成した。 

担い手への経営支援については，宮城県農業経営相談所の経営支援活動の一環として農業法人

化経営管理講習会等を開催し，法人化に向けた経営改善や経営管理能力の向上を支援した。県内

の担い手農業者が一堂に集う「みやぎ農業担い手サミット」は，新型コロナウイルス感染症の影

響により中止して代替え措置を講じた。この他，｢農の雇用事業｣の普及推進による雇用就農の一

層の促進や農業者年金の加入推進等に引き続き精力的に取り組んだ。 

また，宮城県知事に｢農地等の利用の最適化に関する意見｣を提出して新規施策の提案等を行っ

た他，農業者を代表する農業委員会組織の役割を果たすため「第６回宮城県農業委員会大会」を

開催した。 



第２ 会議の開催 

本会の運営並びに農業委員会ネットワーク業務の執行のため，定款により次のとおり開催した。 

１ 総会

項  目 開催月日 場 所 出席者数 議      事 

第6回通常総会 令和3年 

6月22日

仙台市 46人
・令和2年度事業報告及び収支決算 

・理事の補欠選任 

第11回臨時総会 9月13日 仙台市 47人
・理事の補欠選任（書面決議） 

第12回臨時総会 令和4年 

3月22日

仙台市 47人
・令和4年度事業計画及び収支予算 
・令和4年度会費 
・令和4年度代表理事及び監事の報酬の額 
・令和4年度借入金限度額並びに預入先金融機関 

合  計 3回 140人

２ 理事会

項  目 開催月日 場 所 出席者数 議      事 

第1回理事会 令和3年 

4月16日

仙台市 13人
・常設審議委員の選任 
・令和3年度情報提供事業推進方針 
・令和3年度農業者年金加入推進の取組方針 

第2回理事会 6月 3日 仙台市 14人 ・会員（学識経験者）の指名 
・理事の補欠選任に伴う候補者 
・第6回通常総会に付議すべき事項 
・第6回通常総会の招集 
・「地域の農地を活かし，担い手を応援する宮城県運動」推
進要領の改訂 

第3回理事会 8月19日 仙台市 12人
・常設審議委員の選任 
・補欠選任する理事の候補者 
・第11回臨時総会に付議すべき事項及び総会の招集 
・第6回宮城県農業委員会大会の開催要領 

第4回理事会 10月15日 仙台市 16人 ・令和3年度農業者年金加入推進取組方針の一部改正 
・令和3年度宮城県農業委員会大会等表彰の被表彰者 
・第6回宮城県農業委員会大会の運営等 
・コンプライアンス規程の制定 

第5回理事会 令和4年 

3月1日

仙台市 13人
・第12回臨時総会に付議すべき事項 
・第12回臨時総会の招集 

合  計 5回 68人

３ 監査会

令和３年５月２１日に仙台市で開催し，令和２年度事業及び収支決算の監査を行った。 



４ 常設審議委員会

回 数 開催月日 場 所 
出 席 
者 数 

農地法等の意見聴取 
その他の協議・報告事項 

第4条 第5条 

第61回 令和3年 

4月16日

仙台市 28人 1 3
・令和3年度宮城県農業行政の概要 

第62回 5月19日 仙台市 30人 1 7

第63回 6月17日 仙台市 28人 5 ・農地中間管理事業の取組状況 

・「人・農地プラン」の実質化の取組状況 

第64回 7月16日 仙台市 31人 1 8

第65回 8月19日 仙台市 28人 5 ・農業委員会法第53条第1項の規定に基づ

く関係行政機関に対する農地利用最適

化推進施策の改善についての意見提出 

第66回 9月16日 仙台市 31人 7

第67回 10月15日 仙台市 32人 1 7

第68回 11月18日 仙台市 30人 1 10

第69回 12月15日 仙台市 29人 12

第70回 令和4年 

1月18日

仙台市 27人 6

第71回 2月17日 仙台市 33人 9

第72回 3月22日 仙台市 31人 1 8
・宮城県農業振興地域整備基本方針の変更

12回 358人 6件 87件

第３ 事業報告 

１ 農業委員会相互の連絡調整，優良な農業委員会の取組事例の公表，農業委員・農地利

用最適化推進委員・職員等に対する講習・研修の実施

令和３年６月に閣議決定された「規制改革実施計画」により，新たに取組む農地等利用の最

適化の推進方向が示されたことで，市町村農業委員会事務局長研修会等において情報提供を行

う他，各種研修会の開催や相談活動，現状把握のためのアンケート調査を実施して情報共有す

る等，ガイドライン発出後の農業委員会活動が円滑に行われるよう努めた。また，農業委員会

総会等のオンライン化のためのタブレット端末の貸付を２農業委員会に対して行い，現地支援

等を行った。 

改正農業委員会法施行後２回目の委員選任が終了し，県内３４全農業委員会において女性の

農業委員が登用され，第５次男女共同参画基本計画の成果目標の一つを達成した。令和４年に

任期満了を迎える３町の町長，町議会議長，町農業委員会長に対して，第５次男女共同参画基

本計画の目標達成を目指した農業委員・農地利用最適化推進委員への女性の登用を積極的に行

うよう要請した。 



(1) 活動記録を活用した農業委員会活動の「見える化」の促進と活動目標・成果等の公表に向

けた取組み  

   令和３年６月を見込まれたガイドラインの発出が令和４年２月となったことから，市町村

農業委員会事務局長研修会等において農業委員会を巡る動きについて情報提供を行う他，市

町村農業委員会に実施した活動記録等に関するアンケート調査の結果を情報共有する等，ガ

イドラインの発出後の農業委員会活動の推進に向けた支援を行った。発出後は，県とともに

ガイドラインの実行に向けた説明会を開催した他，ガイドラインに基づいた新しい農地等利

用の最適化活動への取組み内容や活動記録簿の記帳等についての説明ＤＶＤを作成して全農

業委員会に配布し，農業委員会活動が円滑に実施されるよう支援を行った。なお，全国農業

会議所と連携して実施してきた「農地利用最適化活動の進捗状況共有シート」による最適化

活動の進捗管理は，年度内に中止となった。 

また，農業委員会総会等のオンライン化のため２農業委員会にタブレット端末を貸付し，操

作方法や使用状況確認等の現地支援を行い，令和４年度の本格導入に向けた課題を検討した。

タブレットの活用内容については，本会機関誌「農政時流」に掲載して農業委員・農地利用最

適化推進委員に周知し，先進事例の横展開を行った。 

(2) 農業委員・農地利用最適化推進委員及び農業委員会事務局職員に対する研修の実施 

農業委員会活動の円滑な推進に向け，農地等利用の最適化の推進に関する情報提供，農地

制度等の専門的知識習得に向けた研修会を実施した。 

特に，新たな農地等利用の最適化，農地情報公開システムの活用等を推進するため，下記

のとおり開催した。 

研 修 名 開催月日 場 所 出席者数 研  修  内  容

市町村農業委
員会女性委員
等研修会 

令和3年 
6月16日

大崎市 54人 1.研修 
「第3期みやぎ食と農の県民条例基本計画と農業委員会活動」 

講師 東北大学大学院 農学研究科 教授 伊藤房雄氏 
2.事務連絡 
・第5次男女共同参画基本計画について 

令和4年 
1月21日

仙台市 35人 講演「農と食で地域をつなぐ女性委員への期待」 
講師 福島大学 教授 岩崎由美子氏 

市町村農業委
員会事務局長
研修会 

令和3年 
7月8日

仙台市 34人 1.研修 
「農業委員会を巡る情勢と新たな農地利用最適化について」 
2.協議 
・遊休農地と荒廃農地調査の統合，非農地判断の徹底，農地の
違反転用対策について 

・タブレット端末の貸出について 
・農業者年金加入推進活動について 
・担い手育成支援対策について 
・｢地域の農地を活かし,担い手を応援する宮城県運動｣につい 
 て 
・農業委員会の体制整備について 
・農業委員会における意見交換会の実施と意見の提出について
・農地情報公開システムについて 
・情報提供推進事業について 

9月21日 仙台市 29人 1.令和4年度農業委員会関係予算概算要求について 
         東北農政局経営事業支援部農地政策推進課
2.令和4年度農業委員会関係予算概算要求と当面の組織対応に
ついて 

3.研修事業等に関するアンケート調査結果について 



研 修 名 開催月日 場 所 出席者数 研  修  内  容

市町村農業委
員会事務局長
研修会 

令和3年 
9月21日

4.意見交換「令和4年度事業の推進と支援について」 
5.農地情報公開システムのデータの最新化について 
6.非農地判断の徹底と違反転用への対策について 
7.農業における政策・方針決定過程への女性参画の推進につい
て 

8.その他 
・農業者年金制度改正について 
・令和3年度下半期の情報事業の取り組みについて 

市町村農業委
員会職員基礎
研修会 

7月12日 仙台市 44人 1.農業委員会組織の概要等について 
2.農業振興地域制度について 

宮城県農政部農業振興課農地調整班 
3.農地法の概要・農地転用許可制度の概要について 
4.農地転用許可事務手続等について 

宮城県農政部農業振興課農地調整班 
5.農業経営基盤強化促進法について 

宮城県農政部農業振興課経営構造対策班 
6.「人・農地プランの実質化について」 

実質化の取組手法ワークショップ(話合い)の実践 
宮城県農政部農業振興課経営構造対策班 

7.農地中間管理事業について 
(公社)みやぎ農業振興公社農地集積班 

8.農業担い手支援対策について 

農地情報公開
システム研修
会 

10月20日 仙台市 24人 1.農地情報公開システム利用促進について 
2.農地情報公開システム（各農業委員会等利用システム）の操
作について 

・各農業委員会等利用システムによる農地情報の更新について
・地図機能について 
・ＣＳＶ一括更新機能について 
       一般社団法人全国農業会議所農地・組織対策部

市町村農業委
員会特別研修
会 

11月11日 名取市 700人 講演「農業構造変動期における農業委員会への期待」 
講師 宇都宮大学 農学部農業経済学科 教授 秋山満氏 

北海道・東北ブ
ロック女性農
業委員・農地利
用最適化推進
委員研修会 

12月7日 仙台市 17人 1.講演「震災復興への願いと希望」 
講師 有限会社宝来館 代表取締役社長 岩﨑昭子氏 

2.講演「農業委員の経験から女性農業委員に期待すること」 
講師 岩手県立大学 准教授 新田義修氏 

市町村農業委
員・農地利用最
適化推進委員
新任者研修会 

12月17日 名取市 77人 1.農地等利用の最適化について 
2.関係法令に基づく業務について 
・農地法の概要について 
・農業振興地域制度の概要について 
・農業経営基盤強化促進法の概要について 
3.担い手育成・確保について 
4.情報提供 
・農業委員等の綱紀粛正について 
・情報提供推進事業について 
・農業者年金制度について 

女性の農業委
員会活動推進
シンポジウム 

令和4年 
3月11日

東京都
仙台市
ＷＥＢ

12人 1.講演 
「女性の農業委員・農地利用最適化推進委員に期待すること」

講師 横浜国立大学・大妻女子大学 名誉教授 田代洋一氏
2.事例報告「一般社団法人太良庄荘園の郷概要」 
                 福井県小浜市農業委員会

市町村農業委
員会会長・事務
局長等研修会 

3月22日 仙台市 60人 研修「人・農地など関連施策の見直しとガイドラインについて」
一般社団法人全国農業会議所 専務理事 柚木茂夫氏 



研 修 名 開催月日 場 所 出席者数 研  修  内  容

みやぎ農業担
い手サミット
（代替措置） 

令和4年 
3月 

－ 資料作成
・配布 

1.講演「コロナ禍で見えてきた，これからの農業」 
講師 農業ジャーナリスト 窪田新之助氏 

2.実践報告 
令和3年度天皇杯受賞（農産・蚕糸部門） 

農事組合法人 仙台イーストカントリー 代表 佐々木均氏 

市町村農業委
員・農地利用最
適化推進委員
研修会（代替措
置） 

3月 － ＤＶＤ作
成・配布

「農業委員会による最適化活動の推進等について」 
一般社団法人全国農業会議所 

農地利用最適
化推進研修会
（代替措置） 

3月  － ＤＶＤ作
成・配布

1.講演「地域まるっと中間管理方式の導入について」 
   講師 魅力ある地域づくり研究所 代表 可知祐一郎氏
2.事例発表 
・「農業委員・農地利用最適化推進委員の活動記録の取り組み」

佐賀県神埼市農業委員会 
・「タブレット端末による農業委員会活動の取り組み」 

茨城県笠間市農業委員会 

合   計 14回 1,086人

(3) 農業委員・農地利用最適化推進委員の任期満了に伴う農業委員会体制整備への支援 

県内８農業委員会において任期満了に伴う委員改選が行われ，改正農業委員会法施行後２回

目の委員選任が終了した。市町村農業委員会の任期満了に伴い農業委員・農地利用最適化推進

委員の定数や農地利用最適化推進委員の地区と地区毎の定数の検討や農業委員会職員の適正な

配置が行われるよう，要請活動や研修会，相談活動を通して情報提供を行った。 

  農業委員会への女性の農業委員登用は，県内３４全農業委員会において女性の農業委員が登

用され，第５次男女共同参画基本計画の成果目標の一つを達成した。改正農業委員会法施行後

１回目の改選終了時と比較して，女性の農業委員登用率３０％以上を達成した農業委員会は１

農業委員会から２農業委員会，中期目標である２０％を達成した農業委員会は１０農業委員会

から１６農業委員会に増加した。また，１農業委員会あたり複数名の女性委員が登用されてい

る農業委員会は２８農業委員会と，県全体の８割を超えた。 

  女性農業委員登用促進アドバイザー３名を設置するとともに，令和４年に任期満了を迎える

県内３町には，町長，町議会議長，町農業委員会長に対して，第５次男女共同参画基本計画の

達成を目指して，農業委員・農地利用最適化推進委員への女性の登用を積極的に行うよう要請

した。更に女性登用の推進に向けて，新たに閣議決定された女性登用市町村目標の設定と取組

計画の策定等について周知した。また，認定農業者等の担い手農業者や女性，青年等の多様な

人材が農業委員・農地利用最適化推進委員に選任され農業委員会の農地等利用の最適化活動が

着実に推進されるようリーフレットを作成し，市町村，市町村農業委員会，ＪＡや担い手組織

等に配布して活用を依頼するとともに要請活動や各種研修会等で配布・周知した。 



農業委員会への女性委員登用状況(県内34市町村) 

時 点 

女性の農業委員を 農 業 委 員 数 農地利用最適化       合     計  

登用して

いる農業

委員会数

複 数 名

登 用 農

業 委 員

会数 

 Ａ 
うち 

女性 

女性登

用率％

推進委 

数 Ｂ 

うち 

女性 
Ａ＋Ｂ

うち 

女性 

女性登

用率％

平成31年3月末

(1回目末) 
32 25 436人 70人 16.1% 384人 19人 820人 89人 10.9%

令和3年3月末 33 27 437人 74人 16.9% 381人 21人 818人 95人 11.6%

令和4年3月末 

(2回目末) 
34 28 437人 82人 18.8% 381人 21人 818人 103人 12.6%

女性の農業委員登用率別農業委員会数(県内34市町村) 

時 点 30％以上 30％未満～20％以上 1％以上～20％未満 0％ 

平成31年3月末(1期末)
1 農業委員会 

(大和町) 
10農業委員会 21農業委員会 2農業委員会 

令和4年3月末(2期末) 
2 農業委員会 

(大和町，南三陸町) 
16農業委員会 16農業委員会 0農業委員会 

要請活動実施市町村 (3町)  

市  町  村 内     容 

村田町，加美町，川崎町 
・農業委員への女性の登用：全市町村における女性の登用と農業
委員定数の30％を目標とする 

・農地利用最適化推進委員への女性の登用：1市町村あたり 
複数名の女性の登用 

リーフレットの作成・配布

題    名 部 数 配  布  先 

あなたも農業委員会で活躍しませんか! 1,150 部 ・市町村・市町村農業委員会       380部 
・女性委員登用促進要請活動        40部 
・市町村認定農業者組織連絡協議会    150部 
・ＪＡ・生研等女性農業者組織       50部 
・各種研修会・大会・懇談会等     530部 

(4)「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」の策定支援  

農業委員会において，「農地等の利用の最適化の推進」が最も重要な必須業務として位置づ

けられていることから，農業委員と農地利用最適化推進委員が連携し，担当地区毎の活動を通

じて，遊休農地の発生防止・解消，担い手への農地利用の集積・集約化，新規参入の促進に向

けた具体的な目標と取組み方法を定めた指針を策定し適宜改定するよう，農業委員会事務局長

研修会等を通じて支援した。 

(5) 宮城県農業委員会大会の開催  

「第６回宮城県農業委員会大会」を１１月１１日に開催した。本県では，農業従事者の高齢

化や担い手の不足が続き，新規参入等の担い手の育成・確保が急務となっている中，「実質化さ

れた人・農地プラン」による実践的な活動を推進するとともに，市町村やＪＡ等関係機関，農

地中間管理機構との連携を強化し，農地等利用の最適化活動に取り組むことが求められている。 

  このため，本県農業・農村を維持し，次の世代に継承していくために，担い手の育成・確保，

農地の集積・集約化とともに，中小・家族経営や中山間地域を含めた国内農業の生産基盤の強

化を目指し，「新たな時代の農業・農村の活性化に向けた要請決議」や「『地域の農地を活かし，



担い手を応援する宮城県運動』の目標達成に向けた申し合わせ決議」などを行うとともに，大

会宣言を採択した。 

第６回宮城県農業委員会大会の開催概要

開催月日 場 所 出席者数 内      容 

令和3年 
11月11日

名取市
文化会館

700人 1.大会表彰 
・宮城県知事感謝状4名 
・宮城県農業会議会長表彰9名，1農業委員会 
2.基調講演「農業構造変動期における農業委員会への期待」 
      ～人・農地プランの実質化をめぐって～ 

講師 宇都宮大学農学部農業経済学科 教授 秋山満氏 
3.議事 
(1)新たな時代の農業・農村の活性化に向けた要請決議 
(2) 「地域の農地を活かし，担い手を応援する宮城県運動」により実質化さ 

れた人・農地プランを実行するための申し合わせ決議 
(3)農業者年金加入推進活動の強化に関する申し合わせ決議 
(4)情報提供活動の強化に関する申し合わせ決議 
4.大会宣言 

２ 農地に関する情報の収集，整理及び提供，農地等の確保・有効利用の推進のための

支援

「人・農地プラン」の実質化に向けた研修会の開催や，５つの目標を掲げている「地域の農

地を活かし，担い手を応援する宮城県運動」の展開，農地パトロール活動の実施による遊休農

地解消のための調査の実施など，農地利用の最適化に向けた取り組みを支援した。あわせて，

農地情報公開システムの利用促進に向けた取り組みの支援を行った。 

(1)   ｢人・農地プラン｣の実践に向けた農地の利用調整・集積活動の推進

「人・農地プラン」の実践に向け，農地中間管理事業の活用により農地の利用集積・集約化に

向けた活動が一層推進されるよう，県農業委員会大会の中で農業委員・農地利用最適化推進委員

を対象とした研修会を開催した。 

令和２年度に続き，令和３年度も新型コロナウイルス感染症対策のために活動が制限され，や

むなく「人・農地プラン」の実質化が図られていない市町村や農業委員会もあったが，本会並び

に県や農地中間管理機構等の関係機関の助言，情報提供等の働きかけにより，県内対象地区の全

てが実質化された。

人・農地プランの進捗状況（令和4年3月末）

(2) 農地有効利用対策と遊休農地対策の推進 

令和３年度より，並行して実施されていた「利用状況調査」と「荒廃農地調査」が統合

されて取組手法が大きく変わったことから，農業委員会で本調査が円滑に実施できるよう，変

更された内容を重点的に農業委員会事務局長等を対象とした研修会を実施した。

また，農業委員会の組織運動である「農地パトロール」により，「地域の農地利用の確認」，

「遊休農地の実態把握」，「違反転用の発生防止・早期発見」の３点を重点的に農業委員・農地

実質化された既
存ﾌﾟﾗﾝの地区数 

令和3年度に実質化された区域 実質化に取組中の区域 対象地区数 
合  計 

実質化率 

対象地区数 市町村数 対象地区数 市町村数 

79 128 27 0 0 207 100％ 



利用最適化推進委員・農業委員会職員が連携して推進するとともに，再生困難な遊休農地について

は，徹底して非農地判断するよう，市町村農業委員会事務局長等を対象に研修会を実施した。 

併せて，土地相続登記を義務化するよう法改正されたことや，農業委員会による相続未登記の農

地についての共有不明者の探索や農地中間管理機構への貸借など，解消方法についての研修を行っ

た。

市町村農業委員会における農地パトロール(利用状況調査)の取組状況

(3) 農地情報公開システム活用の徹底と着実な整備・更新に向けた支援 

農地情報公開システムによる最新の農地情報の速やかな公開に向け，農地台帳システムの最

新データへの更新，農業委員会サポートシステムへの円滑な移行について，全国農業会議所と

連携して四半期毎の利用状況の調査を実施し，システムの操作資料や移行等に関する情報提供

や相談活動を行った。 

また，農地パトロール（農地利用状況調査）における地図利用や，｢人・農地プラン｣の実質

化の基礎となる地域の現況把握，農地利用の集積・集約化の話し合い活動に供する地図の作成

等のシステムの利用を促進するため，パソコン操作を中心とした実践的な研修を行った。 
農地情報公開システムの利用状況（令和4年3月現在） 

時 点 
①農地情報公開システム 

のみ利用 
②農地情報公開システムと 
既存システムの二重管理 

③既存システムのみ利用 

令和2年3月 1／35市町村（ 2.9％） 11／35市町村（31.4％） 23／35市町村（65.7％） 

令和3年3月 5／35市町村（14.2％） 15／35市町村（42.9％） 15／35市町村（42.9％） 

令和4年3月 3／35市町村（ 8.6％） 19／35市町村（54.3％） 13／35市町村（37.1％） 

上記表中の①及び②における農地台帳情報の更新状況（令和4年3月現在） 

更新状況 
直近の総会 
まで更新 

1～3ヶ月前の 
総会まで更新 

3～6ヶ月前の 
総会まで更新 

6～12ヶ月前の 
総会まで更新 

1年前以上更新 
していない 

農業委員会数 8 4 2 2 6 

(4)「地域の農地を活かし，担い手を応援する宮城県運動」の推進 

各農業委員会が地域農業の再生と持続可能な発展を目指し，遊休農地の解消，地域の合意を

踏まえた担い手への農地利用集積，担い手の確保・育成などを柱とした「地域の農地を活かし，

担い手を応援する宮城県運動（平成３１年４月施行）」を，３カ年運動の最終年となる今年度は

事務局長研修会等を通じて推進した。 

３年間の運動期間は，新型コロナウイルスの感染拡大により活動が大きく制限される状況に

あったが，人・農地プランの実質化では，農業委員会として積極的に関与し，全ての対象地区

で実質化が図られた。また，地域の話合いの中で農地利用調整を進め，担い手への農地集積，

遊休農地の解消に向けて取り組んだ。 

しかしながら，地域の声を取りまとめた意見の提出や全国農業新聞の皆購読などは一部の農

業委員会で達成できなかった。 

実 施
内 容

遊休農
地等の
把握 

転用許可

の履行状

況調査 

利用権設

定の履行

状況調査

農地の違

反転用の

早期発見

仮登記農

地の利用

状況確認

営農発電

設備の設

置状況の

確認 

特定処分

対象農地

の利用状

況確認 

荒廃農地

の再生状

況・利用

状況 

相続未登

記農地へ

の支援 

農業委
員会数

全34 21 18 28 3 11 6 23 1 



３ 農業への新規参入の支援，法人化の推進・支援，農業経営の合理化のための支援

農業経営相談所活動の一環として，意欲ある農業者の創意工夫を生かした農業経営が展開で

きるよう「農業法人化経営管理講習会」，「みやぎ農業経営相談会」を開催した。さらに，個別

経営体に対しては，経営戦略会議にて，経営診断等を実施し，重点指導農業者に設定し，本会

より専門家の派遣等を行い支援した。 

次代の農業経営者を育成・支援するため，新規就農希望者に対する相談会の実施や雇用就農

者を対象とした「農の雇用事業」の活用を促進した。 

また，農村地域における男女共同参画を推進するための研修会等を開催するとともに，認定

農業者や家族経営協定等の女性農業者の社会参画を促進するための各種制度の普及，農業者年

金への新規加入等を積極的に推進した。 

(1) 認定農業者や法人組織の経営発展支援 

農業経営相談所活動の一環として，「農業法人化経営管理講習会」を３回開催し，「みやぎ農業

経営相談会」を３か所で開催した。さらに，経営戦略会議で設定した重点指導農業者１３経営体

に対して専門家派遣等を実施し，うち２経営体が法人を設立した。また，１経営体で経営継承が

行われ，１経営体で法人格の改組が行われた。 

農業経営サポート事業の実施状況 

① 農業法人化経営管理講習会の実施状況 

行  事  名 開催月日 場 所 出席者数 内    容 

第1回農業法人化経営管理講習会 
第2回農業法人化経営管理講習会 
第3回農業法人化経営管理講習会 

令和3年 
8月 3日 
8月 5日 
8月10日 

大崎市古川
〃 
〃 

 65人
  45人
  43人

専門家による法人の設
立や運営の講義・実践
事例報告等 

合  計 3 回 延べ 152 人  

② みやぎ農業経営相談会の実施状況 

行  事  名 開催月日 場 所 経営体数 内  容 

第1回みやぎ農業経営相談会 
第2回みやぎ農業経営相談会 
第3回みやぎ農業経営相談会 

令和3年 
12月 7日 
12月 9日 
12月10日 

石巻市 
大崎市 
岩沼市 

8経営体
6経営体
5経営体

税理士,中小企業診断士
社会保険労務士等によ
る相談会 

合  計 3回 
延べ 
 19経営体 

③ 法人化設立指導・助言等 

対  象 実施月日 派遣専門家 内    容 

大和町 法人 
菌茸 

令和 3 年 
  6 月 16 日 

本田中小企業診断士 経営診断・経営改善 

栗原市一迫 個人 
水稲＋繁殖牛等 

6 月 21 日 
令和 4 年 

2 月 8 日 

本田中小企業診断士 

坂本司法書士 

経営診断・経営改善 

法人化に伴う法務手続き指導 

大郷町 法人 
水稲＋大豆等 

令和 3 年 
 6 月 23 日 
  8 月 23 日 
  11 月 9 日 

令和 4 年 
  3 月 8 日 

鈴木社会保険労務士・
中小企業診断士 

継承に伴う経営指導 
中期計画作成支援 



対  象 実施月日 派遣専門家 内    容 

登米市 個人 
水稲＋肥育牛等 

令和 3 年 
8 月 26 日 
9 月 15 日 

本田中小企業診断士 経営診断・経営改善 
経営計画等の経営指導 

角田市 法人 
水稲＋大豆等 

 9 月 27 日 佐藤社会保険労務士 雇用のための労務管理指導 

柴田町 法人 
水稲＋大豆等 

10 月 27 日 
12 月 10 日 

本田中小企業診断士 経営診断・経営改善 

岩沼市 個人 
施設園芸 

11 月 12 日 本田中小企業診断士 法人化に向けた経営指導 

栗原市高清水 法人 
養豚 

11 月 12 日 飯川司法書士 組織変更手続き指導 

仙台市 個人 
施設園芸＋露地園芸 

令和 4 年 
1 月 19 日 
2 月 22 日 

本田中小企業診断士 
阿部社会保険労務士 

法人化に向けた経営指導 
法人化に向けた労務指導 

登米市 個人 
酪農 

1 月 24 日 本田中小企業診断士 法人化に向けた経営指導 

栗原市若柳 個人 
水稲＋露地園芸 

2 月 3 日 本田中小企業診断士 法人化に向けた経営指導 

栗原市瀬峰 個人 
水稲＋繁殖牛等 

2 月 16 日 本田中小企業診断士 法人化に向けた経営指導 

白石市 個人 
水稲＋大豆等 

2 月 21 日 本田中小企業診断士 法人化に向けた経営指導 

13 経営体 20 回 

法人の設立状況 

法   人   名 代表者名  設立年月日 経営作目 

1 株式会社布田ファーム 布田 晃一 令和 4年 2月 17 日 施設園芸 

2 合同会社農笑（のうえん） 遊佐 誠義 令和 4年 3月 1日 水稲，畜産（繁殖）

(2) 新規就農者の確保・育成対策

新規就農者の確保・育成に向けて，県や(公社)みやぎ農業振興公社と連携を図りつつ，毎月

２回の就農相談会や県内で開催された｢就農ＦＥＳＴ」に参加し，新規就農事例の紹介，就農に

あたって検討するべき事項等の助言を行った。また，県内の新規就農者や就農希望者の受入研

修機関等へのインタビューによるＰＲ動画を，県及び(公社)みやぎ農業振興公社と連携して広

く周知した。 

雇用就農者の実態を把握するために，県内約７００農業法人と雇用就農者を対象にア

ンケート調査を実施した。人材育成の取組や仕事のやりがい等についてまとめた調査結

果については，就農相談会等において活用した。 

就農相談会等の対応状況 

行  事  名 開催月日 場 所 活動日数 相談者数 

定例就農相談会 毎月第3火曜日 仙台市 12日 30人 

若年者就農相談会 毎月第2木曜日 仙台市 10日 35人 

マイナビ就農ＦＥＳＴ(6月) 令和3年6月20日 仙台市 1日 14人 

マイナビ就農ＦＥＳＴ(12月） 令和3年12月11日 仙台市 1日 17人 

合  計 24日 96人 



(3) 雇用就農支援と「農の雇用事業」等の普及啓発

農業法人等が雇用した新規就農者に対し，農作業技術や経営ノウハウの習得を支援するため，

「農の雇用事業」と「就職氷河期世代雇用就農者実践研修支援事業」の普及啓発に努めた。令

和３年度は合わせて４回の募集を行い，３４経営体，新規雇用就農者３５人が採択された。 

同事業に採択された農業法人等の研修生，研修指導者や代表者，事務担当者等を対象に，事

業の内容や就労に関する制度，働き方改革の実践等の研修会を開催した。 

また，事業の適正な執行を確認するため，延べ１３３経営体，１５６人に対して現地確認調

査を実施した。 

採択指導者養成・研修生研修会の開催状況 

研 修 名 開催月日 場 所 出席者数 内    容 

6月研修開始採択指導者養成・研
修生研修会 

令和3年 
  7月 1日 

仙台市 21人 ・農業法人等における雇用に
関わる法律 

・働き方改革の優良事例 
・農の雇用事業の事務手続に
ついて 

第2回指導者養成・研修生研修会  8月25日 仙台市 23人

第3回指導者養成・研修生研修会  11月29日 仙台市 26人

第4回指導者養成・研修生研修会 令和4年 
 3月 2日 

仙台市 9人

合  計 4回 79人

(4) 民間企業等の農業参入対策 

民間企業等の農業への新規参入を支援するため，本会及び農業委員会に相談窓口を設置した。

また，県及び（公社）みやぎ農業振興公社と連携して，県内における参入状況や支援制度の情

報提供を行うため，ワンストップの相談窓口を設置した。 

県内に農業参入を検討する企業や支援機関を対象に，県及び（公社）みやぎ農業振興公社と

連携し，「企業の企業参入セミナー」を開催した。 

セミナーの開催内容 

研 修 名 開催月日 場 所 出席者数 内    容 

企業の農業参入 
セミナー 

令和4年 
 2月 7日 

仙台市 55人 1.基調講演 
「企業×農業法人×自治体 2022年に進むアグリ
ビジネス事例」    アグリコネクト株式会社

2.事例紹介 
・「ビジョンを持った企業の農業参入」 

株式会社プレナス 米づくり事業推進室
・「農業参入の経緯と地域振興に向けた取組につい
て」      株式会社みらいファームやまと

(5) 女性農業者の社会参画と各種制度の活用の促進

女性の認定農業者の確保・育成に向けて，認定農業者制度と家族経営協定の普及啓発を目的

としたリーフレットを宮城県と連名で作成し，市町村農政主務課や市町村農業委員会等に配布

して活用を依頼するとともに，県内の認定農業者組織や各種研修会，懇談会等で啓発・周知し

た。 

また，地域をリードする女性農業者の育成に向けて，農山漁村における政策決定過程への女

性の登用や男女共同参画を促進するため，みやぎアグリレディス２１並びに県，宮城県生活研

究グループ連絡協議会，ＪＡみやぎ女性組織協議会，宮城県農業士会，宮城県農村青少年クラ

ブ連絡協議会等と連携して「女性の社会参画に関する懇談会」を開催した。女性農業者等に社



会参画の促進と女性農業者の活躍による農業経営の強化並びに地域農業の活性化を啓発する等，

女性農業者が活躍できる環境づくりを支援した。 

男女共同参画の推進に関する研修会等の開催 

研 修 名 開催月日 場 所 出席者数 内    容 

女性の社会参画に関する
懇談会 

令和3年 
10月19日

大崎市 51人
1 講演「次の世代へつなげよう～今考えておきた
い農業経営の継承のこと～」 
講師 国立研究開発法人農業・食品産業技術総
合研究機構 

フードチェーンユニット長 山本淳子氏
2情報提供 
・宮城県の農業分野における男女共同参画の推進

宮城県農政部農業振興課 
・女性の社会参画と各種制度の活用 
3 懇談「女性が活躍できる環境づくりを目指して」

10月20日 大河原町 37人

合  計 2回 88人

リーフレットの作成・配布

題    名 部 数 配  布  先 

農業経営改善計画の共同申請で配偶者・後継
者も認定農業者に!! 

1,320 部 ・市町村農政主務課・市町村農業委員会 
・県内認定農業者組織等 
・各種研修会・懇談会等 

(6) 農業者年金制度の啓発・加入推進活動の活性化 

「加入者累計１３万人早期突破及び中期目標達成２カ年運動」（令和３年１０月からは「加入

者累計１５万人早期達成に向けた加入推進強化運動」）を推進するため，県農業協同組合中央会，

県農業者年金協議会と連携して，新規加入目標の達成に向けた取組方針を策定して加入推進活

動に取組んだ。地域リーダーとして市町村農業委員会に加入推進部長を設置した他，農業委員

や農業委員会職員に対する研修会等を通じた農業者年金制度の理解と加入推進活動の活性化を

図った。 

特に，農業委員会・農業協同組合等と連携を図り，県の協力によるコンビニエンスストアへ

の啓発ポスターの掲示，ラジオＣＭの実施，新聞・フリーペーパーへの広告掲載，バス車内広

告掲載，ＷＥＢ広告（YouTube 動画広告，Google ディスプレイ広告）により県内農業者に向け

た啓発活動を行った。また，重点活動農業委員会への巡回や加入推進資材の提供等により，農

業委員・農地利用最適化推進委員への働きかけを行った。 

あわせて，農業者年金事務の適正な執行を図るため，業務担当者研修会を開催するとともに，

農業委員会が行う研修会への講師派遣や資料提供等の支援を行った。その結果，県内の新規加

入者は４３人となり，うち２０歳から３９歳の加入者は２５人，女性農業者は７人が加入した。 

農業者年金加入推進目標と新規加入実績（令和4年3月末現在） 

区    分 新規加入目標
新規加入者数 
（R3.4～R4.3） 

目標達成率 全国運動の目標と実績 

全    体 69人 43人 62.3％ 目標 3,800人 ,実績 2,463人（64.8％） 

うち20～39歳 40人 25人 62.5％ 目標 2,800人 ,実績 1,434人（59.8％） 

うち女性 13人 7人 53.8％ 目標 1,000人 ,実績  842人（84.2％） 



農業者年金業務・加入推進研修会の開催 

 巡回支援活動 

実施期間 巡  回  先 内        容 

令和3年10月 
～令和4年2月

気仙沼市，南三陸町，大郷町，大衡
村，栗原市，登米市 

         計 6農業委員会 

・加入推進等支援 
・研修会講師派遣，資料提供等 

制度啓発活動 

４ 農業の担い手の組織化・運営の支援 

本県の以下の農業担い手組織や女性農業委員組織の事務局を担当し，組織の運営・事務や組

織相互の連絡調整，農業者の意欲高揚，組織のトップマネージャーとしての経営管理能力の向

上支援に努めた。 

1. 宮城県農業法人協会 

2. 宮城県認定農業者組織連絡協議会 

3. 宮城県稲作経営者会議 

4. みやぎアグリレディス２１ 

宮城県農業法人協会に対しては，農業法人セミナーを２回，現地視察セミナー１回などの経

営向上に向けた活動に加え，水田農業セミナーや物流・販売セミナー，次世代ワークショップ

など部門別の活動の実施を支援した。セミナーでは，食品産業の新型コロナウイルスの影響に

ついて講演が行われ，現地視察セミナーでは，石巻市河北の津波被災地の農業法人の視察を実

施した。また，スマート農業経営効果実証プロジェクトなど新たな事業の推進を支援した。 

活 動 内 容 開催日 場 所 出席者数 対 象 者 

市町村農業委員会・ＪＡ新任農業者年金
業務担当者研修会 

令和3年 
6月 8日 

仙台市 24人 農業委員会･JA新任担当職員 

市町村農業委員会・ＪＡ農業者年金業務
担当者研修会 

6月 9日 
11月19日 

仙台市 
35人
41人

農業委員会・JA担当職員 

農業者年金加入推進特別研修会 10月22日 仙台市 56人 農業委員・農業委員会職員等 

農業者年金記録管理システム研修会 8月19日 仙台市 17人 農業委員会・JA担当職員 

市町村農業委員・農地利用最適化推進委
員新任者研修会 

12月17日 名取市 77人 農業委員・農業委員会職員 

合    計 6回 250人

実施期間 活 動 内 容 部数・回数等 

令和3年10月,11月 コンビニエンスストアへの啓発ポスター掲示 印刷部数      510枚(JA中央会と折半)

店舗数      県内4社732店舗 

令和3年10～12月 
令和4年3月 

ラジオＣＭ 東北放送，ＦＭ仙台 

令和3年11月 新聞（河北新報）への広告掲載 県内41万2千部掲載 

令和3年11月 
令和4年 3月 

フリーペーパー「ままぱれ」への広告掲載 県内10万部掲載 

令和4年1～2月 宮城交通バス車内広告掲示 印刷部数     200枚(JA中央会と折半)

宮城交通バス等  322台 

令和3年12月, 
令和4年2～3月 

ＷＥＢ広告（YouTube・Googleﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ広告） YouTube動画広告21万4千回表示 
Googleﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ広告120万回表示 



宮城県認定農業者組織連絡協議会に対しては，法人化に向けた講習会や，意欲ある農業者が

参集することで，農業経営の現状や課題についての認識を深め，自らの経営改善に向けて自己

研鑽を図ることを目的とする「みやぎ農業担い手サミット」の開催に向けた取り組みを支援し

たが，新型コロナウイルス感染拡大のため中止となったため，代替措置として関連資料の作成・

配付を行った。 

宮城県稲作経営者会議に対しては，現地検討会や稲作経営者セミナーの開催，令和４年度の

コメ政策を巡る状況について東北農政局との意見交換会の実施を支援した。 

令和３年度農山漁村女性活躍表彰の女性地域社会参画部門（組織）にみやぎアグリレディス

２１を推薦し，最優秀賞の農林水産大臣賞を受賞した。令和４年に任期満了を迎える３町の町

長，町議会議長，町農業委員会長に対して，国の第５次男女共同参画基本計画の達成等を目標

とした農業委員会への女性委員登用促進要請活動を連携して実施した。また，「市町村農業委員

会女性委員等研修会」や「女性の社会参画に関する懇談会」等を共催で開催する他，全国農業

委員会女性協議会が主催する各種研修会等への参加を支援した。 

５ 農業一般に関する調査及び情報提供活動 

地域農業の発展や農業者の経営向上を図る上で，農業一般に関する基礎的な調査・研究及び

情報提供活動として，農地価格や農業労賃等の調査並びに「全国農業新聞」，「全国農業図書」

の普及推進を実施するとともに，本会機関誌「農政時流」の発行と市町村農業委員会の「農業

委員会だより」発行への支援等を行った。 

(1) 農業・農業委員会に関する各種調査の実施 

  農政活動の基礎資料とするため，市町村農業委員会の協力のもと次の調査を実施した。 

調査時点 調   査   名 

令和3年 5月1日
       12月31日
農業委員会改選日

・令和3年田畑売買価格等に関する調査（221旧市町村） 
・令和3年農作業料金・農業労賃に関する調査（全市町村） 
・改選時における農業委員会の状況調査(8農業委員会) 

(2) 「全国農業新聞」，「全国農業図書」の普及推進

全国農業新聞の普及は，「農地利用の最適化に向けた全国農業新聞拡大３ヵ年運動」の最終年

度として，年２回の普及強調月間を設けて「農業委員・農地利用最適化推進委員の皆購読達成」，

「改選時における退任者への継続購読の働きかけ」，「農業委員・農地利用最適化推進委員１人

１年２部運動」を推進した。購読中止に歯止めがかからず現状維持が厳しい状況にあり，令和

４年３月末の県全体の購読部数は，１，８４１部（令和３年３月比９２部減）となった。 

重点活動として特に取組みを強化している農業委員・農地利用最適化推進委員の皆購読は，

未達成の農業委員会への巡回支援等により４つの農業委員会で解消された。 

全国農業図書の普及拡大については，農業委員会における研修テキスト等に活用を図るよう，

市町村農業委員会に対して普及巡回を実施した他，刊行一覧や新刊図書のチラシ等を随時メー

ル送付するなど普及活動を行った。また，県等の関係機関・団体等に対するリーフレット等の

購入依頼や，本会で実施した各種会議・研修会等において普及推進を図った。 



県内農業委員会の全国農業新聞皆購読の状況(34農業委員会) 

内  容 令和2年度 令和3年度 

皆購読の農業委員会数 15委員会 19委員会 

未購読の委員数 93人 70人 

市町村農業委員会への巡回普及活動の実施 

実施期間 訪  問  先 内        容 

令和3年 

8月～10月

石巻市，東松島市，気仙沼市，南三陸

町，利府町，大崎市，白石市，登米市

         計 8農業委員会 

1.全国農業新聞・全国農業図書の普及活動状況について 

2.農業委員・農地利用最適化推進委員の皆購読について 

情報提供推進事業担当者研修会の開催   

開催月日 場 所 出席者数 内        容 

令和3年 
  7月6日 

仙台市  24人
1.農業委員会制度と情報提供推進事業について 
2.令和3年度情報提供事業の普及推進について 

(3) 「農業委員会だより」発行への支援

農業委員会が発行している「農業委員会だより」の事例を本会ホームページや各種会議，研

修会で紹介して，各農業委員会による発行を促した。 

また，「農業委員会だよりコンクール」を実施して，市町村農業委員会等で発行された農業委

員会だよりの誌面内容について検討するとともに，優秀な農業委員会を表彰した。そのうち，

最優秀賞を受賞した「加美町農業委員会だより」を，本県代表として全国コンクールに応募し，

「第28回農業委員会だより全国コンクール」では全国農業新聞賞を受賞した。 

農業委員会だよりコンクールの実施状況 

項  目 開催月日 場 所 内        容 

第6回通常総会 令和3年 
   6月22日

仙台市 第27回農業委員会だより全国コンクール表彰伝達式 
全国農業新聞賞  仙台市農業委員会 

農業委員会だより 
コンクール審査会 

   12月15日 仙台市 応募件数    10農業委員会 

農業委員会だより 
コンクール表彰式 

令和4年 
   3月22日 

仙台市 最優秀賞  加美町農業委員会 
優 秀 賞  登米市農業委員会，仙台市農業委員会 
特 別 賞   大崎市農業委員会，栗原市農業委員会 

計 6農業委員会 

(4) 本会情報の提供  

農業委員会並びに関係機関との連携を強化するため，本会機関紙である「農政時流」を３回

発行し，各市町村及び農業委員会，各関係機関に農業・農村に関する情報発信や現地の活動を

紹介した。 

また，本会ホームページのコンテンツを改善するとともに，定期的な情報更新により農業委

員会組織の活動や農政情報を提供し，農業・農村の理解促進に努めた。 

「農政時流」の発行概要 ホームページの更新回数

号 名 第55号 第56号 第57号  令和3年度更新回数  82回 

発行年月日 令和3年6月1日 令和3年10月15日 令和4年1月1日  内訳:定期的情報   37回 

発行部数 4頁 1,100部 4頁 1,100部 6頁 1,100部  新情報・話題  45回 



６ 農地法等に基づく業務の適正な運営

農地面積が３０アール以上の農地法第４条・第５条に係る農地転用案件等について，毎月１

回開催される常設審議委員会において審議し，適正かつ公正な処理を行った。 

  また，農地転用後の状況を確認するため，常設審議委員による現地調査会を２回行った。 

(1) 農地転用許可事務等の適正執行への支援 

農地転用許可事務処理が，適正かつ公平・公正に執行されるよう，県と緊密な連携のもと，

農業委員会への必要な助言・支援を行った。 

(2) 常設審議委員会の開催

  常設審議委員会を１２回開催し，農地面積が３０アール以上の農地法第４条・第５条に係る

農地転用案件等について，合計93件，約70ヘクタールの審議を行った。また，宮城県農政部よ

り，「宮城県農業振興地域整備基本方針の変更に係る意見聴取」があった。 

なお，意見聴取される農地転用案件については，農業委員会や県と連携して全案件の現地確

認を行うとともに，常設審議委員による農地転用許可後の状況確認のための現地調査を実施し

た。 
常設審議委員会の審議件数 

常設審議委員による現地調査会の実施 

開催月日 場 所 出席者数 内   容 

令和3年 
8月26日

仙台市 19人 1.太陽光発電設備・防災調整池 山佐株式会社 
（青葉区芋沢畑前北地区） 
2.６次産業化施設 株式会社 仙台秋保醸造所＜ワイナリー＞ 

令和3年 
12月16日

角田市 20人 1.Ｈ.Ｉ.Ｓ.角田バイオマスパーク（バイオディーゼル発電設備） 
2.ＪＡみやぎ仙南カントリーエレベーター 
3.道の駅 かくだ 

合 計 2回 39人

７ 関係行政機関等に対する意見の提出

農業・農村を取り巻く諸課題に対処するため，市町村農業委員会や農業担い手組織と一体と

なり「農地等の利用の最適化に関する意見」をとりまとめ，宮城県知事に提出した。 

また，県内の農業関係団体等との連携を図りながら，地域の農政課題の解決や国の農業施策な

どに対し，現場の声を反映させた提言を行った。 

種    類 審議件数 対象面積 

農地法第４条 6件 30,812㎡ 

農地法第５条 87件 660,404㎡ 

小  計 93件 691,216㎡ 

宮城県農業振興地域整備基本 
方針の変更 

1件 － 

合  計 94件 691,216㎡ 



(1) 農地等の利用の最適化に関する意見の提出，政策提言・要請活動

市町村農業委員会や宮城県認定農業者組織連絡協議会，宮城県農業法人協会，及びみやぎア

グリレディス２１からの意見をとりまとめ，「農地等の利用の最適化に関する意見」を作成し，

９月１日に知事宛の意見書を提出，10月７日に県庁において意見提案会を開催した。 

また，県内の農業関係団体等との連携を図りながら，県選出国会議員等に対して，地域の農

政課題の解決や国の農業施策等について，5月下旬には郵送で 12月には衆参両院の議員会館に

おいて政策提案や要請活動を行った。 

意見の提出と政策提言・要請活動 

開催月日 場 所 出席者数 内        容

令和3年  
  4月16日 
  4月21日 
 5月下旬 
  6月29日 
  6月29日 
  6月30日 
  7月16日 
  9月 1日 
 10月 7日 
 12月 2日

仙台市 
－ 
－ 

大郷町 
東松島市 
角田市 
仙台市 
仙台市 
仙台市 
東京都 

10人
－
－
5人
7人
3人
9人
－
5人
8人

・第1回農政対策委員会 
・各農業委員会及び各担い手組織に意見提出依頼 
・県選出国会議員への郵送による要請活動 
・農地等の利用の最適化に関する意見交換会 
・農地等の利用の最適化に関する意見交換会 
・農地等の利用の最適化に関する意見交換会 
・第2回農政対策委員会（意見内容検討） 
・県農政部長に知事宛の意見書を提出 
・農地等の利用の最適化に関する意見提案会 
・政府・国会・県選出国会議員への要請活動

合  計 10回 45人

(2) 新型コロナウイルス感染症等への対応

新型コロナウイルスウイルス感染症の拡大により，農畜産物需要の急激な減少や価格低迷に

よる農家経営や地域経済に対する影響が甚大となった。令和３年度は，その影響が未だ強く残

っていることから，１１月１１日に開催した第６回宮城県農業委員会大会において，収入が減

少している農業者への継続的な支援や，緊急事態宣言の発令・解除等により大きな損失が出て

しまわないよう，情勢に応じて柔軟に的確な支援策を講じるよう，政策提案を決議した。

また，決議結果は，農林水産省や県選出国会議員に対し要請活動を行った。 

第４ 付帯業務  

本体業務に関連する下記団体の事務局を担当し，活動の支援を行った。 

組  織  名 設立年月日 代表者名 会 員 数 

宮城県農業法人協会 平成 8年 3月26日 日野 雅晴 111法人 

宮城県認定農業者組織連絡協議会 平成18年 3月 8日 髙橋 幸三 27協議会(4,238人) 

宮城県稲作経営者会議 昭和51年 8月 3日 髙橋 文彦 17人 

みやぎアグリレディス２１ 平成14年 3月12日 伊藤 惠子 103人 

宮城県農業者年金協議会 昭和51年12月23日 中村  功 13協議会･18市町･2団体 

宮城県農業委員会事務研究会 昭和34年 2月13日 二階堂 賢 34市町村農委・1団体 


